
　　　　実施計画事業一覧

No
施策または基本事業番号・

事業名・担当課
事業概要

1-1

（企画課）
1-1-1

（こども課）
1-1-1

（こども課）
1-1-2

（こども課）
1-1-2

（こども課）
1-1-2

（こども課）
1-1-2

（こども課）
1-1-2

（生涯学習課）
1-1-4

（こども課）
1-1-4

（こども課）
1-2-1

（健康づくり課）
1-2-2

（健康づくり課）
1-2-2

（健康づくり課）
1-2-3

（健康づくり課）
1-3-1

（障がい福祉課）
1-3-1

（障がい福祉課）
1-3-1

（障がい福祉課）

県央地域一日体験モニター事業

880

実施年度・事業費（千円）
（29年度）　  （30年度）  　（31年度）

1

子育て世帯の転入及び定住を図るため、県央地
域（４市１町）での連携事業として、県南･都
内在住者をターゲットに地域の魅力を体験して
もらうツアーを実施する。

○ 　 　

○
民間保育園助成事業

60,551
3

民間保育園に低年齢児の受入促進に係る経費、
入所児童の処遇改善経費、職員厚生手当等を助
成し、運営改善と振興を図る。

○ ○

○
公立保育所建替事業

2

公立保育所の再編に関する基本方針に基づき、
平成33年度の開園に向けて、建替えに係る検討
を進める。

○ ○

○
児童館運営事業

46,800
5

児童館について、市民ニーズ等を把握の上、適
正な運営を図る。

○ ○

　
学童保育室建替事業

20,250
4

平成28年度から29年度までの２か年で、西小学
校の敷地内に西学童保育室の建設を行う。

○ 　

○
地域子育て支援拠点施設運営事
業

30,276
7

地域子育て拠点施設について、市民ニーズ等を
把握の上、適正な運営を図る。

○ ○

○
０歳児おむつ無料化事業

18,340
6

０歳児のいる保護者に対して、市が契約した取
扱店でおむつを購入することができるクーポン
券を交付する。

○ ○

○
多子出産祝金支給事業

3,500
9

第３子以降の子を出産した保護者に対して、出
産祝金を支給する。

○ ○

　
放課後子ども教室推進事業

17,957
8

子どもたちが地域社会の中で心豊かに健やかに
育まれるよう、小学校の余裕教室等を活用し、
地域の方々の参画を得て学習活動及び様々な体
験・交流活動を行う。

○ 　

　
不妊治療費助成金支給事業

2,000
11

埼玉県不妊治療費助成事業を利用した人に対
し、一定の条件のもと、助成金を上乗せして支
給することで、経済的負担を軽減する。

○ 　

○
児童手当等（児童扶養手当、医
療費）支給事業

1,380,572
10

０歳から中学校卒業までの児童を養育している
方に支給される児童手当のほか、父母の離婚等
の世帯の子どもに対して支給される児童扶養手
当等を支給する。

○ ○

　
小児二次救急医療体制整備事業

4,036
13

桶川・北本・伊奈に鴻巣・上尾を加えた４市１
町で、月～土曜日の18時～翌朝８時、日祝年末
年始の９時～18時に、小児の二次救急医療を担
う医療機関を設定する体制を整備している。

○ 　

　

桶川北本伊奈地区小児初期救急
医療体制整備事業

4,513
12

桶川・北本・伊奈の２市１町で、月～土曜日の
20時～22時に、輪番制で小児の一次救急医療を
行う医療機関を設定する体制を整備している。

○ 　

○
障害児学童保育室運営事業

2,000 2,000 2,000
15

障害児学童保育室において、障がい児の放課後
等デイサービスに関する業務等の運営を行う。

○ ○

　
乳幼児健康診査事業

5,154
14

子どもの健やかな成長と保護者の負担軽減を目
的として、４か月児、１歳６か月児、３歳児の
各健康診査を行う。

○ 　

○
障害児通所給付事業

166,334
17

障がい児の生活能力の向上と社会との交流を図
る事業（児童発達支援、保育所等訪問支援、放
課後等デイサービス、障がい児相談事業の給
付）を提供する。

○ ○

障害児福祉計画策定事業

　
16

障害児通所支援等の提供体制の確保、支援の円
滑な実施を図るための計画として、「障害児福
祉計画」を策定する。障害福祉計画と同時策
定。 計画期間：平成30年度～平成32年度

○
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No
施策または基本事業番号・

事業名・担当課
事業概要

実施年度・事業費（千円）
（29年度）　  （30年度）  　（31年度）

1-4-4

（学校教育課）
1-5-1

（教育総務課）
1-5-1

（教育総務課）
1-5-1

（教育総務課）
1-5-2

（学校教育課）
1-5-2

（学校教育課）
1-5-2

（学校教育課）
1-5-2

（学校教育課）
1-5-2

（学校教育課）
1-5-2

（学校教育課）
1-5-2

（学校教育課）
1-5-2

（学校教育課）
1-5-2

（学校教育課）
1-5-3

（学校教育課）
1-5-3

（学校教育課）
1-5-3

（学校教育課）
1-5-4

（学校教育課）

　
学校応援団推進事業

279
18

学校の活性化と家庭・地域の教育力の向上を図
ることを目的として、学習補助や環境整備、防
犯活動等のボランティア支援を行う学校応援団
の推進と支援を行う。

○ 　

　
東小学校校舎照明器具改修事業

25,917
20

学習環境の改善を図るため、経年劣化した小学
校校舎照明器具を改修する。

○ 　

　
中丸東小学校屋上防水改修事業

64,131
19

安心・安全な教育環境を構築するため、老朽化
した校舎屋上防水の改修工事を実施する。

○ 　

　
学校４・３・２制推進事業

17,759
22

学力向上及び中１ギャップ解消を図るため、学
びの継続性を柱に、各発達段階の課題に対する
指導法や教育課程の工夫に係る研究を推進す
る。

○ 　

　
中学校教育用コンピューター等
更新事業

13,657
21

老朽化の著しい全中学校生徒用ＰＣ教室の機器
の更新を行う。

○ 　

　
学力向上・生徒指導対策推進事
業

960
24

地域や学校の特性、地域の人材、校長の経営方
針を活かし、児童生徒の豊かな人間性の育成と
確かな学力の定着・向上を目指した教育活動を
推進する。

○ 　

　
英語指導助手配置事業

17,611
23

市内全中学校へ外国語指導助手を配置するとと
もに、定期的に市内全小学校に外国語指導助手
を派遣し、市内各小・中学校における英語活
動・英語教育の充実を図る。

○ 　

　
学力向上支援員（小）配置事業

10,843
26

特別な支援が必要な児童が在籍する学級に支援
員を配置することで、個に応じたきめ細かな教
育を推進する。

○ 　

　
小学校少人数学級事業（市費採
用教員配置）

10,895
25

小学校１年生から４年生までにおいて少人数学
級編制を実施するため、市費採用教員を配置す
る。

○ 　

　
小学校補習事業

1,000
27

小学校において、土曜日や長期休業中を活用し
た補習を実施し、児童の基礎学力向上を図ると
ともに、児童の家庭学習の習慣付けや生活リズ
ムの確立を図る。

○ 　

　
北本市営ナイトスクール運営事
業

1,272
29

学校以外で学習機会を求める中学生の「学びの
意欲」を支えるために、生徒の学習上のつまず
きに対応する個別学習を行う。

○ 　

　
中学校補習事業

720
28

中学校において、土曜日や長期休業中を活用し
た補習を実施し、生徒の基礎学力向上を図ると
ともに、生徒の家庭学習の習慣付けや生活リズ
ムの確立を図る。

○ 　

　
体力向上推進事業

1,083
31

体力向上推進委員会を組織し、市内小・中学校
の児童生徒の体力向上を図る。研究委嘱、講演
会の開催、冊子等の作成、児童を対象とした運
動教室を開催する。

○ 　

　
人権教育研究事業

480
30

市内各小・中学校において、人権教育の研究推
進・実践のための研究会等を開催する。

○ 　

　
武道必修化地域連携事業

198
33

中学校保健体育科における武道領域において、
北本市剣道・柔道連盟と連携を図り、経験豊か
な専門的指導員を派遣し、安全かつ効果的な授
業の展開を図る。

○ 　

　
部活動外部指導員派遣事業

2,043
32

北本市立中学校の部活動に対し専門的な技術指
導力と教育に対する理解と識見を備えた指導員
を派遣し、中学校部活動の充実と活性化を図
る。

○ 　

　
小・中学校健康診断

27,575
34

関連法令に基づき、学校医による定期健康診
断、地区医師会等への委託による検査、健康管
理医による健康指導を行う。

○ 　
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No
施策または基本事業番号・

事業名・担当課
事業概要

実施年度・事業費（千円）
（29年度）　  （30年度）  　（31年度）

1-5-4

（学校教育課）
1-5-5

（学校教育課）
1-5-6

（学校教育課）
1-5-7

（学校教育課）
1-5-7

（学校教育課）
2-1

（福祉課）
2-1

（福祉課）
2-1-1

（福祉課）
2-1-4

（福祉課）
2-2-1

（スポーツ健康課）
2-2-2

（保険年金課）
2-2-2

（保険年金課）
2-3

（高齢介護課）
2-4

（障がい福祉課）
2-4-1

（障がい福祉課）
2-4-1

（障がい福祉課）
2-4-1

（障がい福祉課）

　
学校保健研修事業

50
35

保健主事、養護教諭等の研修を行い、食育の推
進や保健教育、保健管理の充実を図る。教職員
対象の食物アレルギー対応研修、メンタルヘル
ス研修、普通救命講習等を実施する。

○ 　

　
特別支援教育支援員配置事業

19,981
37

市内特別支援学級設置校に特別支援教育支援員
を配置し、児童生徒の学習支援・生活支援を行
う。

○ 　

　
セーフスクール推進事業

0
36

活動を通じて児童生徒の「将来にわたって自ら
の安全を守る」資質を育むために、安全な学校
づくりの仕組みの確立を図る。

○ 　

　
さわやか相談室推進事業

5,311
39

いじめ・不登校等の問題等を抱える児童生徒や
保護者に必要な支援を行い、いじめ・不登校等
の未然防止、早期発見・早期対応を図る。

○ 　

　
スクールソーシャルワーカー配
置事業

886
38

児童生徒の生徒指導上の問題について、その状
況の把握や背景にある生活環境等の課題に対応
するスクールソーシャルワーカーを配置する。

○ 　

　
総合福祉センター運営事業

49,471
41

老人及び障がい者に対するサービスの提供、福
祉団体の育成及び福祉情報の提供を行うため、
総合福祉センターを運営する。

○ 　

第二次北本市地域福祉計画・地
域福祉活動計画策定事業

4,461
40

市民・福祉関係者・行政が主体となって、住民
同士がお互いに支え合い、誰もが安心して暮ら
す地域づくりを計画的に行うために策定する。

○

　
民生委員・児童委員活動補助事
業

18,909
43

民生委員・児童委員の活動を促進し、地域社会
の福祉の増進を図るため、民生委員・児童委員
協議会に対して補助を行う。

○ 　

　
社会福祉協議会補助事業

18,000
42

地域福祉の推進を図るため、社会福祉協議会に
対して補助を行う。

○ 　

 
埼玉県健康長寿プロジェクト事
業（とことんモデル）

30,600
44

健康づくりのためのウォーキング普及を行う。
通信機能付活動量計を利用することで、歩数な
どのデータを参加者にわかりやすく還元し、参
加者自身が成果を実感できるようにする。

○  

　
特定保健指導事業

5,039 2,445
46

特定健康診査の結果に基づき、厚生労働省令で
定める特定保健指導を実施する。

○ ○

　
特定健康診査事業

58,272
45

高齢者の医療の確保に関する法律第20条の規定
に基づき、厚生労働省令に定めるところによ
り、40歳以上の国民健康保険被保険者に特定健
康診査を実施する。

○ 　

　
高齢者福祉計画・第７期介護保
険事業計画策定事業

2,700
47

老人福祉法に基づく高齢者福祉計画及び介護保
険法に基づく介護保険事業計画を策定する。
計画期間：平成30年度～平成32年度

○ 　

　
第五期障害福祉計画策定事業

875
48

障害者総合支援法の規定に基づき、障害者福祉
サービスの提供体制の確保と業務の円滑な実施
に関する計画を策定する。障害児福祉計画と同
時策定。 計画期間：平成30年度～平成32年度

○ 　

○
障害福祉サービス事業所運営事
業（あすなろ学園）

43,000 43,000
50

障がい者等が自立した日常生活または社会生活
を営むことができるよう、障害福祉サービス事
業所（生活介護、就労継続支援Ｂ型）を運営す
る。

○ ○

○
自立支援給付サービス事業

902,508
49

障がい者、障がい児に対し、個人の状況に合わ
せて自立のためのサービス（介護給付、訓練給
付等、計画相談支援、補装具、自立支援医療、
療養介護医療の給付）を提供する。

○ ○

○
障害福祉サービス事業所運営事
業（ふれあいの家）

21,549
51

障がい者等が自立した日常生活または社会生活
を営むことができるよう、障害福祉サービス事
業所（生活介護、特定指定相談事業）を運営す
る。

○ ○
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No
施策または基本事業番号・

事業名・担当課
事業概要

実施年度・事業費（千円）
（29年度）　  （30年度）  　（31年度）

2-4-2

（障がい福祉課）
2-4-2

（障がい福祉課）
2-4-3

（障がい福祉課）
2-5-2

（保険年金課）
2-7-1

（スポーツ健康課）
2-7-1

（スポーツ健康課）
2-7-2

（スポーツ健康課）
2-7-2

（スポーツ健康課）
2-7-2

（都市計画課）
3-1-2

（くらし安全課）
3-1-2

（くらし安全課）
3-2-1

（税務課）
3-2-1

（くらし安全課）
3-2-1

（くらし安全課）
3-3-1

（市民課）
3-3-2

（企画課）
3-3-3

（企画課）

○
地域生活支援事業

49,325
52

障がい者、障がい児が自立した日常生活・社会
生活を営むことができるような事業を地域の特
性や利用者の状況に合わせて実施する。

○ ○

○
障がい者就労支援事業

3,129
54

障がい者の一般就労の機会の拡大を図り、障が
い者の自立及び社会参加の一層の促進すること
を目的として、障がい者就労支援センターを運
営する。

○ ○

○
地域活動支援センター運営費補
助事業

15,840
53

障がいによって働く事が困難な障がい者の日中
の活動をサポートする地域活動支援センターの
運営に対して補助を行う。

○ ○

○
地域スポーツ普及事業

300
56

北本市スポーツ推進委員連絡協議会に委託し、
ニュースポーツ教室等、スポーツに親しむ機会
を市民に提供し、スポーツの振興を図る。

○ ○

　
データヘルス計画策定事業

1,540
55

国民健康保険における特定健康診査の結果や診
療報酬明細書等から得られる情報を分析して、
ＰＤＣＡサイクルに沿った効果的かつ効率的な
保健事業を行うための実施計画を策定する。

○ 　

○
体育センター運営事業

54,836
58

スポーツ・レクリエーションに親しむ場を提供
し、市民の心身の健康維持に寄与するため、体
育センターの適切な管理・運営を行う。

○ ○

○
きたもとウォーク大会事業

100
57

実行委員会を組織し、感動桜国きたもとウォー
ク大会を開催することによって、運動に親しむ
機会を市民に提供し、健康・体力づくりに寄与
する。

○ ○

○
学校体育施設開放事業

52
59

スポーツ基本法に基づき、市内小・中学校の運
動施設を学校の教育に支障のない夜間や休日に
開放し、スポーツやレクリエーションに親しむ
場を市民に提供する。

○ ○

○
協働事業提案制度運用事業

　
61

市民が日頃から感じている地域の課題や課題の
解決策を市に提案し、事業形態、役割分担、費
用負担等を市と協議し、協働して事業を実施す
る。

○ ○

　
深井スポーツ広場整備事業

242,600
60

深井スポーツ広場の公有地化を図る。 ○ 　

○
原動機付自転車オリジナルナンバー
プレート交付事業

1,400
63

本市のＰＲ及びイメージアップを図るため、オ
リジナルナンバーのデザイン及び選定委員を、
市内に在住等の方から公募し、より北本らしい
独自のデザインを市民と協同して作製します。

○ ○

○
セーフコミュニティ推進事業

229
62

「けがや事故は偶然に起こるものではなく、予
防することができる」という理念に基づき、市
民と市の協働により安心・安全で暮らすことが
できるまちづくりの取組みを継続していく。

○ ○

○
コミュニティ振興事業

15,740
65

コミュニティ協議会及び８地域コミュニティ委
員会の活動に対し助成を行う。

○ ○

○
自治振興事業

13,388
64

１１１の自治会及び自治会連合会の活動に対し
各種助成を行う。

○ ○

○
人権を守る市民の集い事業

368
67

市民が人権について考え、差別のない社会を築
くことを目的として、人権を守る市民の集いを
開催する。

○ ○

○
平和を考える集い事業

448
66

平和を考える実行委員会による「戦争体験講話
会」「平和映画会」「戦争資料展示」「中学生
の平和ポスター・平和標語展」等の平和を啓発
する事業を実施する。

○ ○

　
第五次北本市男女行動計画策定
事業

3,564
68

男女共同参画社会の実現を目指し、施策を総合
的かつ計画的に推進するため、第五次男女行動
計画を策定する。
計画期間：平成30年度～平成34年度

○ 　
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No
施策または基本事業番号・

事業名・担当課
事業概要

実施年度・事業費（千円）
（29年度）　  （30年度）  　（31年度）

4-1-1

（都市計画課）
4-1-1

（都市計画課）
4-1-1

（都市計画課）
4-1-2

（都市計画課）
4-1-2

（都市計画課）
4-1-2

（都市計画課）
4-1-3

（建築開発課）
4-1-4

（建築開発課）
4-2

（都市計画課）
4-2-1

（久保土地区画整理事務所）
4-3-1

（環境課）
4-3-2

（環境課）
4-3-2

（環境課）
4-3-4

（環境課）
4-4-1

（道路課）
4-4-1

（道路課）
4-4-1

（道路課）

　
公園施設長寿命化対策支援事業

58,000
70

公園施設の長寿命化を踏まえた施設の更新を行
い、安全安心な公園環境の整備を図る。

○ ○

○
北本中央緑地周辺地域整備事業

30,255
69

北本中央緑地は、平成４年度に都市計画決定を
行い、市民に安らぎと潤いを与える緑地公園と
して継続的に整備を進めている。

○ ○

　
中山道間の宿街なみ環境整備事
業

18,200
72

中山道の歴史及び文化を活かした街並み景観を
形成するため、歩道の美装化を行う。

○ ○

　
圏央道蓋掛け上部公園整備事業

96,701
71

圏央道蓋掛け上部（東側）を公園として整備す
る。なお西側については平成３２年度以降整備
する予定。

○ 　

○
空き家等対策補助金交付事業

3,000
74

空き家の利活用を図り、併せて子育て世代など
若年層の市内への移住や定住を支援するため、
空き家の改修に係る工事費等の一部を補助す
る。

○ ○

○
空き家対策事業

127
73

「空家対策の推進に関する特別措置法」に基づ
き、空き家対策の方針決定、空き家対策条例の
制定、空き家対策計画の策定、協議会の設置等
の対応を行う。

○ ○

　
市営山中住宅大規模改修工事
（２期工事）

17,463
76

平成元年に建築され、築26年経過した当該建築
物の安全で快適な住まいを長期に渡り確保する
ため、内部における大規模改修工事（二重窓
化、水廻り改修、給排水設備更新等）を行う。

○ 　

○
住宅耐震化事業

1,500
75

建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づ
き、「北本市住宅･建築物耐震改修促進計画」
を改定し、平成32年度を目標年次として民間住
宅の耐震化を促進する。

○ ○

○
都市マスタープラン改訂事業

77

平成21年に策定した都市マスタープランの改訂
を行い、社会情勢に即した都市計画の方針とす
る。
計画期間：平成31年度～

　 ○

○
久保特定土地区画整理事業

400,400
78

久保特定土地区画整理事業により、道路、公
園、水路等の都市基盤施設を改善し、快適で住
みやすい住環境を整備するとともに、新たな住
宅地を供給することにより人口増加を図る。

○ ○

　
第４次北本市地球温暖化対策実
行計画策定事業79

地球温暖化対策推進法に基づき第４次北本市地
球温暖化対策実行計画を策定し、市の事務事業
に伴う温室効果ガス排出量の削減に取り組む。
計画期間：平成31年度～平成35年度

　 ○

　
容器包装類収集回数拡大事業

16,746
81

市民生活の利便性の向上を図るため、現在、２
週に１回実施している容器包装類の収集を１０
月より毎週実施する。

○ 　

　
一般廃棄物処理施設整備基金積
立事業

100,022
80

新たなごみ処理施設の整備費について、後年度
における財政負担を軽減するため、基金を設置
し、積立てを行う。

○ 　

○
道路維持事業

117,000
83

舗装道路の改修工事など、道路の破損や老朽化
に伴う改修工事を実施する。また、側溝の清掃
や街路樹の剪定などの維持管理を行う。

○ ○

　
合併処理浄化槽設置促進事業

11,876
82

単独浄化槽から合併処理浄化槽への転換を推進
し、生活雑排水による水路や側溝の水質汚染及
び悪臭を減少させるため、合併処理浄化槽の設
置に対して補助金を交付する。

○ 　

○
道路台帳整備事業

12,000
85

道路台帳整備を進めるとともに道路情報管理シ
ステムの運用・充実を図る。また、システムの
完成に向けた取組を継続する。

○ ○

○
道路新設改良事業

53,350
84

道路の拡幅整備工事や道路の新設工事を実施す
る。また、道路新設改良事業に必要な測量及び
調査設計業務を実施する。

○ ○
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No
施策または基本事業番号・

事業名・担当課
事業概要

実施年度・事業費（千円）
（29年度）　  （30年度）  　（31年度）

4-4-2

（道路課）
4-4-2

（道路課）
4-4-3

（下水道課）
4-4-4

（道路課）
4-4-4

（下水道課）
4-5-2

（道路課）
4-5-3

（くらし安全課）
4-5-4

（道路課）
4-5-5

（市民課）
4-6-2

（くらし安全課）
4-6-3

（くらし安全課）
4-6-3

（くらし安全課）
4-6-4

（くらし安全課）
4-6-4

（くらし安全課）
5-1-1

（産業振興課）
5-1-5

（産業振興課）
5-1-5

（産業振興課）

○
中山道整備負担金事業

26,140
87

県街路事業である中山道の拡幅整備工事や電線
地中化工事について、整備負担金を支出する。

○ ○

○
中央通線整備事業

94,710
86

中央通線の拡幅整備を推進する。電線類の地中
化事業、街灯整備、歩道整備に取り組む。

○ ○

○
河川維持事業

10,545
89

水路の改修工事や浚渫、水路用地の除草などの
維持管理を行う。

○ ○

　
公共下水道（汚水）整備事業

81,900
88

平成22年度に計画した、事業計画の認可区域内
の公共下水道（汚水）の整備工事を行う。

○ 　

○
道路照明灯等整備事業

18,300
91

防犯灯・道路照明灯の維持管理を行うとともに
道路照明灯のLED化に取り組む

○ ○

　
雨水排水施設整備事業

50,000
90

本宿７丁目、中丸２丁目地内の梅沢水路につい
て、大雨時の冠水被害の解消のため、下流整備
済みの箇所から上流に向かって、未整備箇所の
整備工事を実施する。

○ 　

○
交通安全施設整備事業

7,000
93

道路反射鏡の設置や区画線塗布などの交通安全
施設の整備及び維持管理を行う。

○ ○

　
市営駐車場整備事業

11,255
92

北本市駅東口駐車場の廃止に伴い、北本１丁目
地内に新たな市営駐車場を整備する。

○ 　

○
消費生活相談事業

3,103
94

専門的資格を有する消費生活相談員が消費生活
に関する問題や契約のトラブルに悩んでいる市
民の相談に応じる。

○ ○

○
防災行政無線整備事業

73,397
95

防災行政無線をデジタル化し、市民に情報を届
けやすくする。

○ ○

○
防災訓練事業

136
97

地域の防災力の向上を図るため、関係団体及び
市民の協力を得て、実災害に対応する実践的な
訓練を行う。

○ ○

○
自主防災組織育成事業

2,025
96

地域で災害時に対応ができる、自主防災組織の
活動に対し補助金を交付する。

○ ○

　
消防ポンプ自動車更新事業

20,000
99

老朽化した消防団第６分団の消防自動車を更新
する。

○ 　

○
消防団活動事業

33,453
98

市内で発生した建物火災等、特に延焼建物火災
に対し、自主的若しくは常備消防の要請に基づ
き出動し、延焼防止を行う。また、大規模災害
に備えて定期的に訓練を行う。

○ ○

　
青年就農者補助事業

4,500
100

就農意欲の喚起及び就農後の定着を図ることを
目的として、経営の不安定な就農初期段階の青
年就農者に対し、経営開始型の給付金を支給す
る。

○ 　

　
北本の桜と自然を愛でるイベン
ト事業

2,000
102

来訪者の増加を図るため、桜観光を含めた自然
学習ツアーなどを実施し、本市の自然の魅力を
発信する。

○ 　

　
観光公衆トイレ整備事業

21,505
101

来訪者の増加が見込まれる区域に新たに観光公
衆トイレを設置するため、調査設計を実施す
る。

○ 　
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No
施策または基本事業番号・

事業名・担当課
事業概要

実施年度・事業費（千円）
（29年度）　  （30年度）  　（31年度）

5-1-6

（産業振興課）
5-2-1

（文化財保護課）

6-1-2

（企画課）
6-1-2

（企画課）
6-1-2

（企画課）
6-1-2

（企画課）
6-1-2

（企画課）
6-1-3

（企画課）
6-1-3

（企画課）

　
企業誘致推進事業

103

広域交通網を活かした企業・店舗誘致につい
て、庁内検討委員会による方針及び適地選定、
手法の検討を行う。

○ 　

○
重要遺跡保存事業

10,967
104

重要遺跡のデーノタメ遺跡について、遺跡の規
模、構造を明らかにするための内容確認調査を
行う。また、平成30年度の発掘調査報告書の刊
行を目指し整理作業を行うとともに、遺跡に関
わる報告会及び展示会を実施する。

○ ○

○
ホームページ管理運営事業

2,528
106

市民生活に必要な情報を迅速に提供する。ま
た、紙幅の都合で広報紙に掲載できない計画の
全容等を公表するとともに、市長への提言、そ
の他問合せの受付にも活用している。

○ ○

○
広報紙作成事業

16,175 16,175
105

市政の情報を市民に伝え、また、市政に対する
理解を深めるため、毎月１日に広報紙を発行す
る。

○ ○

○
メール配信事業

519
108

市民の希望に応じて、防犯、防災、ごみの収集
日、子どもの健診日等の情報を配信する。

○ ○

　
テレ玉データ放送情報掲載事業

648
107

テレビ埼玉のデータ放送により、休日当番医ほ
か、市のイベント情報等を周知する。携帯電
話、パソコン、スマートフォン等がない世帯で
も、テレビにより情報の確認が可能になる。

○ 　

　
インターネットモニター事業

 
110

市政運営の参考とするため、登録している市民
を対象として、インターネットのＥメールによ
るアンケートを実施する。

○ 　

○
ＳＮＳによる市政情報発信事業

 
109

Twitter、Facebook、LINE等のソーシャル・
ネットワーキング・サービスを活用し、情報を
発信する。

○ ○

○
市長への提言事業

 
111

市政に関する意見・提案などを市民の皆さんか
ら、直接いただく。

○ ○
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No
施策または基本事業番号・

事業名・担当課
事業概要

実施年度・事業費（千円）
（29年度）　  （30年度）  　（31年度）

6-2-4

（選挙管理委員会事務局）
6-3-3

（契約管財課）
6-3-3

（契約管財課）

合計

衆議院議員総選挙事務事業
112

平成30年12月13日任期満了による衆議院議員総
選挙を任期満了前30日以内に執行する。

　 ○

○
固定資産台帳整備事業

648
113

財政状況及び公共施設の現状を把握するため、
統一的な基準による財務書類作成の前提となる
固定資産台帳を整備し、固定資産の継続的な管
理体制を構築する。

○ ○

4,778,647 63,620 2,000

○
駅エスカレーター等改修事業

5,050
114

北本駅東西のエスカレーター及び西口ビルのエ
レベーターについて、経過劣化した部品の交換
等を行う。

○ ○
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